
情報通信行政・郵政行政審議会  

電気通信事業部会（第５１回）議事録 

 

第１ 開催日時及び場所 

平成２５年１２月１７日（火） １５：３９～１６：１５ 

於、第一特別会議室 

第２ 出席した委員（敬称略） 

東海 幹夫（部会長）、酒井 善則（部会長代理）、関口 博正、辻 正次、 

長田 三紀、宮本 勝浩 

                               （以上６名） 

第３ 出席した専門委員（敬称略） 

相田 仁 

                               （以上１名） 

第４ 出席した関係職員等 

吉良 裕臣（総合通信基盤局長）、安藤 友裕（電気通信事業部長）、 

菊池 昌克（総合通信基盤局総務課長）、吉田 博史（事業政策課長）、 

柴崎 哲也（事業政策課企画官）、竹村 晃一（料金サービス課長）、 

片桐 義博（料金サービス課企画官）、松井 正幸（電気通信利用情報政策室長）、 

神田 剛（情報流通行政局総務課課長補佐（事務局）） 

第５ 議題 

（１）諮問事項 

電気通信事業法施行規則の一部改正について【諮問第３０６１号】 

（２）答申事項 

接続料規則の一部改正について【諮問第３０６０号】 
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開  会 

 

○東海部会長  それでは、おおむね定刻でございますので、ただいまから情報通信行

政・郵政行政審議会電気通信事業部会（第５１回）の開催をいたします。本日は、委員

８名中、現在５名、辻委員が少しおくれられるということでございまして、６名ご出席

を予定いたしておりまして、いずれにしても定足数を満たしております。 

 なお、答申事項のご説明のために、相田専門委員に特にご出席をいただいております。 

○東海部会長  それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいりたいと

思います。 

 本日の議題は、諮問事項１件、答申事項１件でございます。 

 まず、諮問第３０６１号「電気通信事業法施行規則の一部改正について」、審議をい

たします。 

 総務省からご説明をお願いいたします。 

○松井電気通信利用者情報政策室長  総務省の電気通信利用者情報政策室長の松井でご

ざいます。資料の５１－１に基づきまして、ご説明させていただきます。 

 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案の概要でございます。今回の改正で

ございますけれども、電気通信事業法第２６条の提供条件説明義務に関して、その対象

を定める施行規則２２条の２の２の第９号を改正いたしまして、対象となる電気通信役

務のうちの無線ＬＡＮの定義を、範囲を拡充するものでございます。 

 その背景といたしましては、近年の無線ＬＡＮの普及がございます。特にスマートフ

ォン等のモバイル端末の普及に伴いまして、さまざまな提供主体が公衆無線ＬＡＮの提

供を行っております。そうした中で、契約の締結時の提供条件の説明についても、しっ

かりと説明が行われるように、その範囲を拡充したいと考えております。 

 今回の拡充でございますが、概要の２ページ目でございますけれども、２点ございま

す。接続される移動端末の範囲の拡充、それから２点目が、設置形態に合わせた設備の

追加の２点でございます。 

 １点目でございますが、これまで無線ＬＡＮのサービスにつきましては、モバイルパ

ソコンによる接続の利用を主に想定しておったところでございますけれども、近年では

無線ＬＡＮ機能を搭載したスマートフォンが普及しておりまして、スマートフォンによ
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る接続を念頭に置いた無線ＬＡＮアクセスサービス、これが広く展開されているという

状況でございますので、スマートフォンを含めた携帯電話等の端末を接続するサービス

も提供条件の説明の義務の対象というふうに拡充したいと考えております。 

 ２点目でございますが、設置形態に合わせた設備の追加でございますけれども、無線

ＬＡＮアクセスサービスの形態が多様化しておりまして、変更の対象となっております

のが、端末系伝送路設備でございますけれども、これに端末設備をその対象に追加する

ものでございます。具体的に申しますと、コンビニエンスストア、あるいはホテル、そ

ういった同一の建物内に無線ＬＡＮのアクセスポイントを設置する場合、これはこの無

線ＬＡＮのアクセスポイントを端末設備となることでございますけれども、これを今回

の対象として追加をしたいと考えております。 

 条文につきましては、新旧対照表をごらんいただければと思います。このうちの１ペ

ージおめくりいただきまして、第９号でございますけれども、まず１点目の端末の拡充

につきましては、９号、現行のところ、下段をごらんいただきますと、２行目で、移動

端末設備（携帯電話端末及びＰＨＳ端末を除く）となっておりますけれども、これをそ

のまま削除いたしまして、移動端末設備と接続されるものに限るという形にさせていた

だきます。また、端末設備につきましては、上段でございますけれども、下線のところ

でございますが、電気通信事業の用に供する端末設備（移動端末設備との通信を行うも

のに限る）ということで、この節を追加いたしまして改正と、拡充と考えております。 

 今回の省令案の改正の概要については以上でございます。 

○東海部会長  ありがとうございました。ただいまのご説明について、どうぞ、ご質問、

ご意見をいただきたいと思います。 

 諮問の段階のご説明ではございますが、何か方向づけについて、ご質問やらご意見あ

りましたら、ご発言いただきたいと思います。 

 消費者行政課からご説明ありました。消費者のことで、長田委員、何か。 

○長田委員  必要な改正だと思いますし、もうちょっと早くてもよかったかなというと

ころです。 

○東海部会長  おっしゃるとおりでございます。 

 よろしゅうございましょうか。 

 はい、それでは、本件につきましては、当審議会の議事規則第４条第１項の規定に従

いまして、諮問された内容を本日の部会長会見で報道発表するほか、インターネット等
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に掲載するなどいたしまして公告し、広く意見の募集を行うことといたします。本件に

関する意見招請は、来年１月１７日金曜日までといたします。 

○東海部会長  それでは、次に答申事項に移りたいと思います。 

 諮問第３０６０号「接続料規則の一部改正について」、審議をいたします。 

 本件は、総務大臣から諮問を受けまして、今年の１０月２９日開催の当部会において

審議を行い、本年１０月３０日から１１月２８日までの間、意見募集を行いました。 

 また、その後、意見募集で提出された意見を踏まえ、接続委員会において調査・検討

を行っていただきました。 

 本日は、接続委員会の主査であります相田専門委員より、委員会での検討結果につい

てご報告をいただきたいと思います。それでは、相田専門委員よろしくお願いいたしま

す。 

○相田専門委員  東海先生の後任といたしまして、接続委員会の主査を務めることにな

りました相田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、ただいまご紹介いただきましたように、接続料規則の一部改正につきまし

て、接続委員会における調査・検討の結果をご報告させていただきます。 

 資料５１－２をごらんください。本件の概要につきましては、資料５１－２の５ペー

ジに具体的な記載がございます。平成２５年度、本年度から２７年度までの３年間につ

きましては、平成２４年９月２５日に情報通信審議会により答申がなされました「長期

増分費用方式に基づく接続料の平成２５年度以降の算定の在り方について」を踏まえま

して、第六次モデルを用いたＬＲＩＣ方式を接続料算定に適用することとされておりま

す。本件は、平成２６年度の接続料算定に用いる入力値を更新するため、関連規定の整

備を行うものでございます。 

 本改正案につきましては、先ほどご紹介いただきましたように、１０月３０日から１

１月２８日までの間、意見募集が行われ、１件の意見の提出がございました。これを受

けて、今月１０日に接続委員会を開催し、本改正案並びに提出された意見について検討

を行い、当委員会としての考え方の整理を行いました。その結果、当委員会といたしま

しては、この資料５１－２の１ページにあります報告書の１に示しましたとおり、本件

接続料規則の一部改正については、諮問のとおり改正することが適当と認められるとの

ご報告をさせていただきたいと思います。 

 なお、提出された意見及びその考え方につきましては、報告書の別添として、この資
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料５１－２の２ページから３ページに取りまとめております。この具体的内容につきま

しては、総務省からご説明いただけるということでございますので、よろしくお願いい

たします。 

○片桐料金サービス課企画官  料金サービス課の片桐でございます。意見及びその考え

方についてご説明させていただきます。 

 ２ページ目をごらんください。今回でございますけれども、ソフトバンクＢＢ（株）、

ソフトバンクテレコム（株）、ソフトバンクモバイル（株）の３社から意見が１件提出

されております。 

 意見の概要としましては、光ケーブルの経済的耐用年数については、光ケーブルの耐

久性が正しく反映されていない可能性があるため、見直しを行い、少なくともメタルケ

ーブルの経済的耐用年数と同程度まで延長すべきというものでございます。 

 具体的には、接続料規則に規定されております光ケーブルの経済的耐用年数というの

は、架空で１５.１年、地下で２１.２年となってございまして、メタルが架空で２７.

７年、地下で３６.９年となっているのに比べて短くなってございます。 

 一方、経済的耐用年数を直接左右する要因でございますけれども、３点提示されてお

りまして、１つがケーブルの劣化、もう一つが支障移転、もう一つが自然災害、その他

による破損ということで、２番目と３番目については光もメタルも変わらないであろう

と。一方、１番目の劣化については、耐用性という観点からは、光のほうがメタルより

も高いと思われるので、少なくとも光ケーブルのほうがメタルケーブルよりも短いとい

うのはおかしいのではないかといったご意見でございます。 

 このご意見に対しましての考え方でございますけれども、接続料規則で規定されてお

ります設備の経済的耐用年数でございますが、これは現在は第六次モデルでございます

けれども、平成２３年から４年にかけまして開催されました長期増分費用モデル研究会

におきまして、関係事業者を含めた専門家が十分な時間をかけて検討を行った上で算定

されたものでございます。したがいまして、今回の接続料算定に当たっては、原案の数

値を用いることが適当ではないかと。 

 なお、仮に算定方法の見直しを行う場合は、また改めて長期増分費用モデル研究会等

の場で議論することが適切ではないかという形で整理させていただきました。 

 説明は以上でございます。 

○東海部会長  ありがとうございました。ただいまのご説明について、ご意見、ご質問

－5－ 



いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 ご意見をいただいたのが、経済的耐用年数に関することでございました。もし、お差

し支えなければ、関口委員から現在の経済的耐用年数、経済的とついている、特に会計

学的意味を含めて、簡単にご説明いただくとありがたいのですが。 

○関口委員  はい。特にこれはＬＲＩＣ経済耐用年数とカギ括弧つきでよく言っている

耐用年数でありまして、税法上の法定耐用年数を通常使っているケースが多かったので

すが、ＬＲＩＣモデルを構築するに当たって、設備の使用年数を経済的に測定するとい

う手法で、各設備の経済的耐用年数というのを算定しているわけですね。特に光につい

ては、設置の年数が比較的短いこともあって、修正増減法等で過去の実績を見ながら、

少しずつ経済的耐用年数を延長しているような経緯がありますので、このような若干メ

タルと比べたときに短いケースが生じておりますが、このことは十分に研究会の中でも

んだ結果ですので、また必要な場合には研究会の席で議論をすべきことだろうと考えて

おります。 

○東海部会長  ＬＲＩＣ研にご参加されておられる委員もいらっしゃいますので、どう

ぞ、ご遠慮なくご発言いただきたい。 

 いずれにしても、経済的耐用年数というのは会計学も随分変わってきて、単なる物理

的耐用年数でなく、しっかり市場を見ていくということも含み、またさらに機能がしっ

かりとしたものでなければならないわけですから、幾つかの科学的な観点から耐用年数

論を議論していくと、私は理解をいたしております。そのような意味で、劣化の問題だ

けでないというので、こんな考え方にまとめていただいたということだろうと思ってお

ります。いかがでございましょうか。 

 それでは、よろしければ４ページをごらんいただきたいと思います。諮問第３０６０

号につきましては、４ページにございます答申案のとおり答申したいと思いますが、い

かがでございましょうか。よろしゅうございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○東海部会長  それでは、案のとおり答申することといたします。 

○東海部会長  以上で本日の審議は終了でございますが、委員の皆様から何かご発言ご

ざいましょうか。事務局からはいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、以上で本日の会議を終了いたします。次回の事業部会につきましては、別

途確定になり次第、事務局からご連絡をさせていただきます。閉会といたします。あり
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がとうございました。 

 

閉  会 
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